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人材分配システムとしての日本の教育とその諸問題




























































































































































































































































































































































































































































で あ る｡そ して､変化 は特 に 昭和30年 代
(1955-1965)に劇的であった｡たとえば､1926
年～34年に生まれた ｢昭和1けた世代｣は､1955
年には31.4%の者が農業に従事していたが､その
後10年間に半数が農業をやめて1965年には15.7%
にまで減っている｡(富永健一 F日本の階層構造』
1979)この巨大な変化は､農村から都市への人口
移動をともなって進んだのである｡さらに1960年
頃から､日本の労働市場は労働力過剰から労働力
不足へと変化するが､60年代後半になると ｢労働
力不足｣はいっそう顕著となり､それまで家庭に
潜在していた婦人労働力をパートタイムで雇用す
るようになった｡戦後の経済成長は､教育の基盤
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となる家庭と地域社会の安定性を大きく揺るがせ
ながら進行していったのである｡
そうした状況の中で､政府 ･文部省はどの様な
教育政策を打ち出したのであろうか｡1960年､政
府は ｢国民所得倍増計画｣を提起したが､その計
画実現のためには､｢広く人材を開発する事を必要
としているが､何よりも､優れた人材を早期に発
見し､その者に対する適切な教育訓練を施すこと
がたいせつである｡この見地から､義務教育期の
終了期において生徒の能力､通性を見出し､その
進路を指導していくことが必要である｣(『文部時
報』196011月号)として､人材の効率的な選抜を
強調した､そして､1962年の 『教育自書』は ｢日
本の成長と教育｣と題して､教育を経済の成長を
もたらす強力な要因として､投資効率によって評
価するといった観点を鮮明に打ち出したのであっ
た (教育投資論)｡
さらに､1963年には経済審議会人的能力開発部
会は､｢教育においても､社会においても能力主義
を徹底する｣ことの必要性を説き､｢教育における
能力主義の徹底の一つの側面として､-イタレン
トマンパワーの養成の問題がある｣｢学校教育を
含めて社会全体が-イタレントを尊重する意識を
持つ｣べきであることを主張したのであった｡
そして､若年労働力を確保するために､できる
だけ高校進学率を抑制しつつ､高校の新設は､｢多
様化｣政策として職業高校を重点に行おうとした｡
また､教育内容の ｢多様化｣を進めようとしたの
であった｡
これに対し､国民の進学要求は､激増した雇用
労働者をはじめとして､学歴を数少ない子どもの
財産と考えたから､行政の抑制を越えてきわめて
強いものであった｡60年の高校進学率57.7%だっ
たのに対し､70年には82.1%に達したのである(4
年制大学の進学率は60年 :10.3%､70年 :23.6
%)｡そして､｢高校全入｣の国民的な運動も広が
ったが､それは普通高校の増設要求に向けられて
いた｡
こうした国民の側の ｢普通教育｣への要求は､
既に見てきた60年代後半から確立される企業の人
事管理の慣行とも符合するものであった｡
すなわち､新卒者の一括採用の採用基準として､
職種を特定せず､一般的教養と人物評価によって
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行い､入職後は､幅広い実務的職務遂行能力の訓
練を企業内で行うという管理システムにとっては､
職業専門教育以上に基礎的普通教育が重要な意味
を持っていたといえる｡
そして､70年代にはいるにおよんで､普通高校
の新設が急ピッチで進むようになり､高校の多様
化政策の重点は ｢普通高校の多様化｣に移行する
ことになるのである｡そして､この ｢多様化｣は､
一般に ｢偏差値による輪切り｣と呼ばれるような
普通教科の ｢入試学力｣による ｢一元的｣多様化
であり､高校問の序列 ･格差を生み出す激しい受
験戦争をさらに強化することになった｡こうした
経過の中で､教育における ｢能力主義｣は入試学
力による一元的な評価に基づく､きわめて競争的
色彩の強いものとして社会的に定着していくので
ある｡これはまた､企業における長期に続く競争
と選抜に対応し､それに適応する資質を形成する
ものであるということもできるであろう｡
さらに､80年代になると国立大学の ｢共通一次
試験｣が実施されるようになった｡国立大学は全
国共通の試験の成績の結果によって第一次選抜を
行うようになり､その結果､国立大学の序列化が
進行していった｡また､生徒の合格可能性を推測
して､進学先を決定するためには､受験産業の提
供する参考資料を活用しない限り不可能であると
いう事態も深まり､受験産業の影響力は一層強ま
ることになった｡
受験競争は､大学-の入学走月が抑制される一
方で､高校卒業者が急増する時期にあたりさらに
激化していき､いわゆる ｢一流大学｣に合格する
ためには中高一貫の私立学校が有利であることか
ら､小学校段階からの受験準備が大都市圏を中心
に一般化していった｡
80年代の後半頃になると､あまりに過熱化した
一元的な能力主義的競争を修正しようとする動き
も出てくるようになる｡たとえば､普通高校の中
に ｢理数コース｣､｢情報コース｣､｢外国語コー
ス｣､｢体育コース｣などのコースを設けて別枠で
選抜したり､｢総合技術｣､｢経済｣など新しいタイ
プの職業高校や単位制高校の設立などであり､選
抜方法も ｢推薦制度｣を設けるなど ｢弾力化｣を
はかろうとする動きである｡また､義務教育であ
る中学校の段階から選択制の導入をはかり､中学
から進路の分化が進む条件がつくられようとして
いる｡これは､これまでの選抜制度があまりに一
元的な尺度に依存しすぎ､その競争に必要以上に
大量の人材が､長期に巻き込まれてしまっている
弊害を緩和するためであり､学校類型の ｢新たな
多様化｣をはかるとともに､普通教科の学力選抜
を基軸としつつ､選抜方法を弾力化することによ
って､選抜システムをさらに効率的にしようとす
るものであると考えられる｡
そして､これらの対応自体が､70年代後半以降
の安定成長期における減量経営の進行とパート労
働の増大といった動き､さらに､85年に成立した
｢労働者派遣法｣にみられるような労働市場の変
化と人事管理の新たな再編と関連しているものだ
と考えられる｡
以上のように日本の教育を人材分配システムと
して検討すると､大略､次のような流れが指摘で
きるであろう｡戦前は､明治国家が帝国主義段階
に移行する時期 (1900年代)に､｢国家ノ須要ニ｣
応じた人材選抜のための複線型の教育システムが
成立し､これに準拠しつつ ｢日本的な人事管理｣
の慣行が､第1次大戦後 (1920年ごろ)大企業を
中心に定着してくる｡
戟後は､教育による民主的理想の実現が基本理
念とL.て掲げられたが､(朝鮮戦争をきっかけとす
る反動化 〈-逆コー ス)､国家統制の再生をへて)
教育は経済成長に従属する性格を強く持つように
なる｡そして､アメリカの人事管理方法を本格的
に導入しつつ､また日本的な慣行と複合させるこ
とによって60年代後半から70年にかけて確立して
いく ｢日本的人事管理｣に適合する一元的な能力
主義競争によって支配された教育システムが成立
することになる｡それは単線型の教育体系である
が序列的構造を持つものであった｡さらに80年代
後半になると､受験競争の過熱化､労働市場の変
化にも対応して単線型の教育体系自体の弾力化を
はかり､より効率的な人材選抜を行う教育システ
ムが模索されている｡
このように人材分配システムとしての日本の教
育の流れを概観すると､組織ないし価値への ｢同
調｣志向と業績 ｢競争｣への志向の独特な結合を
説く石田雄の ｢同調と競争｣の概念についても､
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簡単にふれておくことが適当であろう｡
石田は､急速な近代日本の発展の基礎になった
伝統的要素の中で､最も重要な原動力として､｢同
調と競争｣をあげ､日本近代史の中で､そのあら
われ方は異なっているが､絶えず重要な役割を果
たしてきたと指摘している｡すなわち､西欧に追
いつけ追い越せと ｢挙国一致｣して富国強兵に努
めるといった ｢同調と競争｣原理は天皇制への忠
誠競争の事態をも生み出し､日本を破局的な戦争
に追いやる要因にもなった｡さらに戦後は､強烈
な ｢わが社意識｣と社内および他者との競争が､
戦後の急速な回復と成長に役立ったのである｡(石
田雄 F日本の政治文化j1970)
Ⅴ)おわりに
次に､我々は､人材分配システムとしての日本
の教育の基盤として､育児文化､教育文化の特質
について簡潔な検討を行い､さらに､そうした状
況のもとでの日本の子供 ･青年の発達の問題 (そ
の焦点としての ｢登校拒否｣と高校中退)をとり
あげることにしたい｡それが､次の論文の課題で
ある｡
さて､本論文は､筆者が長野大学訪中学術視察
団 (期間'91.3.21-4.2)の一月として､河北大
学､北京師範学院で行った報告をもとにしている｡
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河北大学の報告では､戦前の部分にも時間をとろ
うとしたが､関心が薄いようであった｡そこで､
北京師範学院では高度経済成長期以降の経済と教
育の関わりにしぼったところ､たいへん熱心に聞
いてもらえたように思う｡通訳にあたった方にう
かがったところでも､現在の日本の状況に強い関
心が集中しているのだということである｡たとえ
ば､教育の分野では､経済と教育の関係､その｢効
率性｣の原動力について切実な関心が寄せられて
いるという｡我々は､どちらかというと､｢能力主
義｣や教育における ｢効率性｣の重視の傾向にた
いしては､批判的な立場をとってきたといってよ
いだろう｡そこで､そうした中国の関心に対して､
日本の社会科学はどの様な役割を果たせばよいの
であろうか?私は一種のとまどいを禁じ得なかっ
た｡
明治以降､日本が西欧の文化 ･科学技術をどう
受容したかについてさまざまな研究の蓄積がある
が､それとともに､西欧がどのように自己を提示
してきたのか､その間屈性と教訓を改めて振りか
えってみる必要性を感じたものである｡そして､
自分の研究の批判能力の水準と質が､厳しく再検
討を迫られていることを感じたのであった｡
(おがわ しょういち 教授)
(1991.4.8受理)
